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研　究

Ｉ－Ｏ表による中 ・日環境問題の分析
化石燃料の消費による汚染物質の発生

李　　　　　潔

１　問　題　意　識

　日本の『経済学文献季報』では，環境 ・公害問題が１９７９年までは「地域経済」の項目にくくられていて
，

独立の分類項目として初めて登場したのは８０年のことである
。

　このことに示されるように，日本経済の高度成長期に，特に６０年代後半の公害問題の多発化に伴い，経済

成長と同時に環境を考える問題意識が急激に噴き出し，公害問題についての研究が盛んに行なわれた。とこ

ろが，それらの関心は一地域，一産業または一企業にしぼられるものが多く ，ローカルな問題意識が主流で

あっ たように思われる 。

　近年来，環境問題はふたたび脚光を浴び，かつてない関心の盛り上がりをみせている 。それは６０年代から

の地域的公害の面を持ちながら ，酸性雨による森林破壊，フロンガスによる成層圏のオゾン層破壊，温暖化

などのように地球的規模での広域的環境汚染 ・環境破壊への問題のグローバルな広がりが特徴である 。環境

破壊 ・資源の制約問題が，経済発展さらに人類生存に関する重大な問題として人々に覆いかぷさっ てきた 。

　経済社会活動の拡大を考える場合は，さまざまな対立要素に関して熟考することが必要であり ，環境汚染

という副産物が投入産出のプロセスの中で同時にｒ生産」されたり ，あるいは最終財の消費のプロセスで排

出されるとすれは，生産技術の観点から国民経済の相互依存関係を明らかにしようとする産業連関分析の枠

組の中で，分析を行うことが適当である 。

　しかしながら環境汚染係数の作成は他の統計資料の収集より一層困難な作業であると予想できる。産業連

関表は国民経済のもっとも詳細な記録であり ，それによっ て， 環境問題についてできるだけ多くの情報を見

いだすことが重要な課題である 。特に中国の各産業に関するさまざまの情報は入手不能の場合が多い。そこ

で第１次的接近として，ここでは，中国と日本の産業連関表を他の統計資料と併せて利用して，地球温暖化

の有力な一要因となっ ている化石燃料の消費及ぴその消費によっ て発生する二酸化炭素や酸性雨原因物質で

ある硫黄酸化物について，各産業の生産過程における使用及び排出，さらに各最終需要によっ て誘発される

消費過程での排出 ・発生の実態などを両国について計測し究明してみたい 。

２　中 ・日化石燃料の消費について

　多くの地球環境問題に関する課題の中で
，人問活動への影響の大きさにおいて，また，政策的関

、一のレベ

ルからして見れば，地球温暖化問題が最重要とされている 。問題の深刻さと解決の難しさからみて当然であ

ろう ・その温室効果の約５割がＣ０２に起因するとされている 。しかも ，Ｃ０２の８割程度が石炭 ・石油 ・天

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４０）
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快カスという化石燃料の消費によっ て発生するとされており ，地球温暖化問題は化石燃料の使用と密接不可

分な関係である 。

　エネルギーの生産と消費はすべての国の経済と環境にきわめて重大な意味を持つ。過去２０年問で世界のエ

ネルギー生産はおよそ５割ほど増加してきた。このうち全体の９割以上を占めるのが，石炭 ・石油 ・天然ガ

　　　　　　　　　　１）
スなどの化石燃料である 。

　中国においては，工業化の進展などにともない，近年エネルギー消費が急速に増加しており ，今後とも引

き続きその伸びが見込まれている 。２０００年の一次エネルギー生産目標として，１４億ＴＣＥであり ，その内原
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）炭７１ ．４％ ・原油２０ ．４％ ・天然ガス２ ．９％ ・水力発電４ ．７％ ・原子力発電Ｏ ．６％である 。エネルギー源の多様化

を図る計画が策定されているものの，依然として石炭への依存度は極めて高い 。

　一方，２回にわたる石油シ ョッ クの影響を強く受けた先進諸国，とくに日本は，省エネルギーの努力に加

えて，新エネルギーの開発を進め，化石燃料の消費が横ばい状態になっ ている 。

　本節では，中国と日本の産業連関表を他の統計資料と併せて ，固体（石炭） ・液体（石油） ・ガス（天然ガス）

という三つの形態の化石燃料の消費実態をさぐっ てみる 。

　産業部門に対応する各種化石燃料の実際投入量に関する統計がないため，まずそれを次式によっ て推計す

る。

　　Ｑｉｊ＝（Ｘ
ｉｊ
／Ｆ Ｐｉ ）・ Ｆｇ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ｉ＝１ ，　２ ，　３ ，　ｊ：１ ，　２ ，　 …　 ，　ｎ）　　　　　（１）

　ここで ，

　ｊ ：産業連関表に対応する産業部門

　ｉ ：各形態の化石燃料（１ ：石炭，２ ：石油，３ ：天然ガス）

　Ｑ ｉｊ： 第ｊ産業部門に直接投入した第ｉ種化石燃料の量（カロリー）

　Ｘ ｉｊ： 連関表における第ｉ種化石燃料部門の第ｊ産業部門への販売額

　Ｆ ｇｉ：

第ｉ種化石燃料部門のその年度の消費物量（カロリー）

　Ｆ Ｐｉ： （Ｆ８）ｉに対応する第ｉ種化石燃料の消費総額である 。ここでは，当該化石燃料部門の中間産出にその最

　　　終需要における個人消費項目と社会消費項目の二つのみ加えるものとしている 。

である 。

　各産業の産出をＸｊとし，その産出に対する各種化石燃料の直接投入原単位を表わす行列を［ｈ ｉｊ
ｌ（ｉ＝１

，

２， ３， ｊ＝１ ，２
，… ｎ）とすると ，

　　［ｈ ｉｊ 】＝［Ｑ ｉｊ ／Ｘ
ｊ］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ｉ＝１ ，２，３，ｊ＝１ ，２
，… ｎ）　　（２）

　これを用いて，各最終需要のために国内生産活動による化石燃料それぞれの直接問接消費量を表す行列

［Ｆ
ｉｊ １について，次式によっ て算出する 。

　　［Ｆ ｉｊ
１＝［ｈ

ｉｊ
１・［Ｉ一（Ｉ－ｍ）Ａ１■１ ［（Ｉ－ｍ）Ｙ＋Ｅ１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ｉ：１ ，　２ ，　３ ，　ｊ＝１ ，　２ ，　 …　 ，　ｎ）　　　　　（３）

　ここで ，

　Ｙ ：国内最終需要Ｙｉを対角要素とする行列

　ｍ：ｍｉ を対角要素とする行列

　　　ただし，ｍｉ＝
Ｍｉ／（　Ｘｉｊ＋Ｙｉ）　（ｉ＝１ ，２

，…
ｎ）

　　　　　　　　　　　ｊ＝１
　　　つまり ，統計による輸入のマトリッ クスがないため，輸入を中間生産および国内最終需要に均等に

　　　使用することを前提とする 。

　Ｅ ：輸出額Ｅｉを対角要素とする行列

である 。なおこの国内生産に対する最終需要項目はベクトルではなく ，対角要素とする行列である 。したが

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４１）
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って，右辺の積の第２ ・第３項の結果は最終需要の誘発効果を表すマトリッ クスとなる 。

上式の各形態の化石燃料についてそれぞれ次の計算になる 。（各化石燃料の形態をあらわす添字は省略す

る）

一一一イｌｌｌｌｌｌｌｌ［丁・ ．∴

　　　　　　　　　　　　ｈ１ｂ
１１

Ｙ１＊ 十ｈ２ｂ
２１

Ｙ１＊ 十…十ｈ．ｂ
ｎ１

Ｙ１＊　、

　　　　　　　　　　　　ｈ１ｂ
１２

Ｙ２＊ 十ｈ２ｂ
２２

Ｙ２＊ 十…十ｈ．ｂ
．２

Ｙ２＊

　　　　　　　　　　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４）

　　　　　　　　　　　ｈｌｂ
１．

Ｙ。＊ 十ｈ２ｂ
２．

Ｙ。＊ 十…十ｈ．ｂｍＹ、＊

ただし，「１」は転置行列を表わす

　　［ｂ ｉｊ
１＝［Ｉ一（Ｉ－ｍ）Ａｌ－１

　　Ｙ＊＝（Ｉ－ｍ）Ｙ＋Ｅ

　ｈｉｂ
ｉｊ

Ｙｊ＊ は第ｉ産業が第ｊ産業部門最終需要の生産のために直接問接必要とする化石燃料の量である 。した

がっ て， 　ｈｉｂ
ｉｊ

Ｙｊ＊ は全ての最終需要のためにそれぞれの産業部門の化石燃料実際投下量となり ，結果とし
　　　　ｊ＝１　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｎ

て第（１）式のＱｏに一致する 。一方，　ｈｉｂ
ｉｊ Ｙｊ＊つまり第（３）あるいは（４）式の計算結果であるＦｊは第ｊ部門最終

　　　　　　　　　　　　　　　　ｊ＝１
需要のために第ｊ産業の化石燃料直接使用量と ，その産業と他の産業との中間取引によっ て誘発された化石

燃料の総和となる。炭素税などの価格メカニズムによっ て汚染物質の発生を低減させようとする場合は，生

産効率の向上を目的とすれば前者とリンクして，消費パターンの改善を目的とすれば後者とリンクして改善

することが考えられる 。

　形態別化石燃料消費量，つまり（１）式の（Ｆ８）

ｉに対応するデータについては，中国の場合は『中国能源統計

年鑑１９９１』によるエネルギー消費総量及び構成のデータを利用する 。日本については資源エネルギー庁『総

合エネルギ　統計』より最終エネルギー 消費と一次エネルギー総供給があるが，前者には電力転換に発生す

るロスと輸送ロスを含まず，後者には燃料としててはなく ，原料として生産物に変形される分も含まれる 。

ここでは『世界統計年鑑１９９１』「商業エネルギーの生産，貿易及び消費」における消費項目のデータを利用

した。いずれも水力発電や原子力発電などの化石燃料以外のエネルギーを除いたものである 。

　中国ではもっとも本格的な産業連関表は１９８７年のものであ って，これを利用し，日本のほうは比較しやす

いため１９８５年表による同年度の延長表を利用する 。以下の分析データはすべて連関表の年度に対応している 。

　部門分類については，化石燃料の分析を目的としているから ，化石燃料に関する部門をそのままにし，他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
の部門について統合を行い，２９部門の統合分類にした 。

　中国のエネルギー表記はその大宗（約４分の３）を占めている石炭を原単位とするのが一般的であ って ，

日本では石油原単位にすることが多いが，上記『世界統計年鑑』は標準石炭（ＴＣＥ）の単位である。ここで

はカロリー単位に統一している 。

　また，国際間の比較に際して，為替レートによる換算はかならずしも妥当とはいえないが，評価基準の一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
つとして，中日の連関表をともに該当年問の対ドル平均為替レートで換算している 。

　１９８７年におけるエネルギー消費量は中国が６ ，０６４ ，２４０Ｔｃａ１，日本が３ ，１１６ ，７５０Ｔｃａ１であ って，それぞれ

世界エネルギー消費量の８ ．９７％と４ ．６１％を占め，その内原子力 ・水力 ・地熱 ・風力および原子力からの１次

電力からの消費はエネルギー総使用に占める割合が中国４ ．７％ ・日本７ ．４５％になっ ているため，化石燃料の

使用は日本が中国の半分以下であり ，世界化石燃料消費量（６４ ，３２３ ，５６０Ｔ。。１）の内，中国が８ ．９９％（５ ，７８２．８４０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
Ｔｃａｌ）であり ，日本が４ ．４８％（２ ，８８４ ，６３０Ｔｃａ１）である

。

　経済の規模を比較すると ，中国国内生産額が６ ，８９５億ドルで，日本が４７ ，７４４億ドルであ って，生産額単位

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４２）
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あたりの化石燃料の平均使用が中国は日本の１４倍となる 。付加価値額は中国（３ ，０７８億ドル）が日本（２５ ，３３１億

ドル）の８分の１弱であ って，したがって付加価値単位産出あたりの化石燃料平均使用は１６ ．５倍である
。

　以下表１から中国と日本の化石燃料の消費構造に関するいくつかの特徴を読みとっ てみたい。ここの直接

投入量は（１）式のＱ ｉｊ と対応とし，消費量は（３）式のＦ ｉｊ と対応している 。

　まず，生産に使用される化石燃料は中国が日本の１ ．７４倍であ って，総量の割合よりやや低い数字である 。

一方，直接に最終消費に使用される化石燃料のほうは中国が日本の１６６ ．２倍であ って，人口の倍率を除いて

も大きい数字である 。これは日本のエネルギー 消費は化石燃料の加工品に多く依存されていることが原因で

あろう 。

　産業部門ごとに見ると ，日本の各産業部門による化石燃料の直接使用はほとんどなく ，石油石炭製品部門

による石油石炭加工品，または電力　裁供給部門で転換された電力を利用している 。

　これと対照的になるのは，中国は石炭石油製晶部門と電力 ・熱供給部門の利用を除いても ，生産に使われ

る化石燃料のちょうど半分が生産部門によっ て直接に使用されており ，その使用量の多い部門は化学製品部

門， 窯業 ・土石製品部門，鉄鋼産業である 。これは原料として利用される分（化学製品部門）以外に，直接に

動力に転換されるものが多いと思われる 。

　このように中国は４３ ．６％，日本は９６％の化石燃料を一次加工する産業である石炭石油製品部門と電力 ・熱

供給部門との両部門に投入している 。

　この差は両国化石燃料の消費構造の相違から出ていると思われる。中国は化石燃料部門自身およびその加

工産業以外に直接使用されている化石燃料のほとんどは固体の石炭である 。つまり ，各産業は石炭をそのま

まにエネルギーとして利用している 。一方，日本に多く利用されている石油の場合は加工が必要であり ，電

力のかたちでの利用も多いからである 。

　消費量係数Ｆ ，】 は最終需要に提供するために直接的に，そして化石燃料の加工晶として，さらに他の財

サービスの取引によっ て間接的に誘発して消費された化石燃料の総和であ って，この意味で，経済的にもっ

とも参考価値の高い指標である 。これを見れば，日本より相当多く化石燃料を消費する部門として，農林水

産業　繊維工業製品　一般機械 ・電気機械　機械設備修理 ・他の製造業製品 ・建設なとがあり ，このうちに

産出高の割合が日本より極端に高い農林水産業と繊維工業製品を除けば，製造業一般はエネルギー効率が低

いと思われる 。日本の場合エネルギーをより多く消費する部門は商業 ・金融 ・保険 ・不動産 ・サ ービス産業

である 。

　中国の最終需要単位あたりの消費量は平均的に日本より１３ ．２倍多い。これはエネルギー使用効率の低さを

裏付ける一方，絶対価格水準の相違も物語っている 。平均率よりも高消費する部門には金融 ・保険 ・不動産

（３２倍） ・通信 ・郵便（２５倍） ・機械設備修理（２４ ．６倍） ・建設（２３ ．５倍） ・水道 ・廃棄物（２１ ．３） ・教育 ・研究 ・医

療（２１倍） ・公務（２０倍） ・電機機械（１９ ．９） ・金属製品（１９ ．６倍） ・輸送機械（１９ ．５倍） ・非鉄金属（１９ ．２倍） ・一般

機械（１９倍） ・輸送（１９倍）などがある 。ただ，ここの倍率は純粋に使用効率を反映しているのではなく ，中

日両国の産業問の相対価格にも問題があるように思われる 。一方，化石燃料およびその加工業がたいてい平

均以下であり ，そのほかに，白動化がとくに遅れた産業である農林水産業や繊維工業製晶が挙げられる 。

　　１）『世界統計年鑑１９９１』原書房ｒ商業エネルギーの生産，貿易及び消費」によっ て算出 。

　　２）黄能源部長演説プレスリリース（１９９０年３月１４日）『中国能源１９８９』

　　３）中国に関する輸出 ・輸入データ利用のため，超　晋平「比較 ：日 ・中産業連関表の基本構成」『立教経済学研究』

　　　第４５巻第４号による中日統一型の内生２８部門の統合方を基本的に利用した。そのデータおよびそれに対応する日本

　　　１９８７年延長表のデータは大阪経済大学泉弘志先生によっ て提供され，ここで感謝の意を表したい 。

　　　　ただし，石油部門と天然ガス部門の輸出入データに関しては２８部門に含まれていないため，中国統計出版社『中

　　　国能源統計年鑑１９９１』２１１ぺ 一ジによっ て別途で推計した 。

　　４）　１ドル＝３ ．７２元 ＝１４４ ．６円である 。

　　５）同注１

（２４３）
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Ｉ－Ｏ表による中 ・日環境問題の分析（李） １４９

３　化石燃料の使用による汚染物質の発生

　化石燃料を燃焼すれば，化石燃料に含まれた二酸化炭素ガス ，硫黄酸化物や窒素酸化物などを大気に排出

することになる 。それが国内の環境問題にととまらず，地球温暖化や酸性雨等の地球的規模の環境問題と関

わりがある 。

　（１）Ｃ０２について

　大気中の二酸化炭素濃度が増加すると ，温室効果によっ て気温が上昇し，海面の上昇や降雨パターン ・生

体系への影響が生じる 。二酸化炭素濃度の増加は，化石燃料の使用増大が主な原因となっ ているが，その排

出を防止する技術は現時点では存在しない。この意味でＳＯ。など他の汚染物質とは若干違う 。

　形態別化石燃料の熱量単位あたりＣＯ。発生量が異なり ，石炭はＯ ．３６６９／ｋｃａ１で第一位，次は石油Ｏ ．２８７

　　　　　　　　　　　　　　　　１）ｇ／ｋｃａ１，天然ガスＯ ．２０９９／ｋｃａ１である
。

　表２は形態別化石燃料の使用によっ て発生するＣＯ。を中日両国について訓則したものである 。形態別化

石燃料の直接投入量と消費量については前節と同様の方法で算出し，利用したデータベ ースはエネルギーと

して使用した化石燃料の量であるので，そこからそれぞれの炭素含有量からＣＯ。の発生を計測した。直接

排出量は化石燃料の直接投入量によるものであ って，発生量は化石燃料の消費量によるものである 。

　化石燃料の消費構成が中国は石炭７９ ．９％ ・石油１７ ．９％ ・天然ガス２ ．２％であり ，日本は石炭２４ ．９％ ・石油

６１ ．２％ ・天然ガス１３ ．９％であ って，石炭に多く依存する中国はＣＯ。の発生も一層増加する 。

　化石燃料によるＣＯ。の総発生量が中国では日本の２３６倍であり ，そのうち各産業部門の生産活動による

発生は２ ．０４倍である 。いずれも表１の化石燃料の直接投下及び消費より高い倍率である 。これらの排出及び

発生の八割以上が石炭によるものである 。

　各産業からみても ，日本と比べて中国のＣＯ。発生が化石燃料の使用倍率よりさらに多くなっ ている 。と

くに電力 ・熱供給 ・鉄鋼 ・窯業 ・土石製品など石炭が直接大量使用する産業部門は一層多く発生することが

示されている 。

　　１）吉岡完治他「環境分析のための産業連関表の作成」４べ 一ノ『ＫＥＩＯ　ＥＣＯＮＯＭＩＣ　ＯＢＳＥＲＶＡＴＯＲＹ　ＯＣＣＡ

　　　ＳＩＯＮＡＬ　ＰＡＰＥＲ』１９９０年１０月
。

　（２）Ｓ０２について

　硫黄酸化物や窒素酸化物の排出により ，降雨の酸性化（ｐＨ５ ．６以下）が進んで，農林産業生産 ・建造物な

どへの被害が生じ，さらに二酸化炭素の吸収源である森林の破壊によっ て地球温暖化にも悪影響を与える 。

　中国は産炭国であり ，南方では硫黄分の多い低品質炭が産出，消費されており ，高煙突化による着地時濃

度の低減と都市部での低硫黄炭の利用が実行されているが，脱琉装置の設置については，国家の実験として

四川省重慶市洛横発電所に日本より高脱琉装置（９５％脱琉）を購入し，入手した図面を参考にして国産化を

図っ ているが，まだ先になる見通しである 。現在，脱硫効率は多少劣るが設備費の安い脱硫装置の導入を進
　　　１）
めている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
　１９９２年中国全土のＳＯ。の排出量は１ ，６８５万トンで日本の１５倍（日本１９９０年１１０万トン）であり ，中国国家環境
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
保護局による２０００年のＳＯ。排出見通しは２ ，ＯＯＯ万トンである 。その発生の多くは沿海地域であり ，沿海１１

　　４）
省・ 市合計で全排出の４８％（面積は１４％），四川省も含めると５７％（面積は１９％）を占める 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
　ＳＯ。濃度１９８８年問全国平均値はＯ ．０３４ｐｐｍで日本の３ ．４倍であり ，平均値最高の蘭州はＯ ．１６９ｐｐｍとな

　　　６）
つている 。

（２４５）
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　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ－Ｏ表による中 ・日環境問題の分析（李）　　　　　　　　　　　　　１５１

　高煙突化や都市部での高硫黄炭の使用禁止は被害の郊外への拡散をもたらしている。酸性雨の被害につい

ての中国全土の状況ははっきりしていないが，酸性雨の出現頻度が６０％以上の地域は秦嶺山脈以南に分布し ，

四川盆地 ・貴州省の一部地域 ・広東省 ・広西自治区などでは，森林や農作物（野菜 ・米など）の枯れや生育不

良， 文化財や鉄橋などの建築物の腐食など，酸性雨による局地的な被害が顕在化し，莫大な経済的損失をも

たらしているとして大きな問題となっ ている 。酸性雨はさらに度門や青島など東部海岸にも広がっている 。

　日本の場合は石炭火力発電所では環境規制をクリアするため高品位炭（低硫黄炭 ：硫黄分１ ．２％以下）を選択

的に使用しており ，また設置されている大型の脱硫装置では石灰石石膏法（液状の吸収剤を使用）が王流であ

って，高い脱硫効果を実現している 。むしろ国内で人為的に発生するより ，火山などの自然発生源の寄与を

考える必要があり ，また中国大陸から気流に乗るような移動で日本への影響が懸念されている。しかし大陸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
からの長距離移動について実際の観測では確認されていない 。

　以下で中日両国のＳ０２発生実態について計測してみる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
　中国のデータベースについては，『１９９０年環境年鑑』による１９８７年Ｓ０２排出量１ ，４１２万トンの発表がある

が， その計算経路が不明のため，利用できない 。

　一方，政府が「本届政府環境保護目標与任務」の作成におけるＳＯ。排出量予測を行う際，中国原料炭含
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
硫量を１ ．１２％とし，他の化石燃料によるＳＯ。の発生は総発生の１０％とする計算基準を採用している 。ここ

では同基準を利用する 。

　　　　　　　　　　　　　１０）
　まず，１９８７年原料炭の消費量を連関表によっ て算出した各産業部門の石炭投入構成率にかけ，各部門の原

料炭の直接投入物量を計測し，１９８７年時点では，脱硫を一切行 っていないため，原料炭の投入量より ，原料

石炭の直接投入によっ て排出する硫黄の量を算出し，さらに上記（３）式の逆行列と国内生産に対する最終需要

を対角要素とするマトリッ クスを利用して，各最終需要によっ て誘発される石炭の硫黄発生量を計測する 。

　石炭以外の排出については，総排出の１０％がこれによるものと想定して算出し，石油と天然ガスのそれぞ

れの投入量に比例して排出されるものとして，直接排出量および各最終需要に誘発される硫黄酸化物発生量

を算出した 。

　この二つの部分の合計が各産業の硫黄総発生量である 。

　日本の各産業の硫黄酸化物の直接排出量については，慶応大学の吉岡完治氏らの研究成果を利用すること
　１１）

とし，さらに最終需要に対応する各産業の誘発発生量を算出した 。

　表３はＳＯ。直接排出量及び最終需要による誘発総発生量に関する中国と日本についての計算結果である 。

　中国ＳＯ。の総排出量は日本の１３倍であり ，また，生産過程のみによる排出は１０倍である 。最終需要単位

あたりによる発生はさらに百倍にのぼっており ，ＳＯ。の発生は圧倒的に多い。これは使用する化石燃料の

種類 ・品質の寄与もあるが，中国におけるエネルギー使用効率の低さと ，脱硫装置をつけていないことが決

定的な原因になるであろう 。

　まず，直接排出量をみると ，この指標については中国の直接排出量は石炭 ・石油 ・天然ガスという一次化

石燃料のみによる排出であ って，吉岡氏らの研究による日本の計算には化石燃料の加工品である二次燃料に

よる排出も含まれていて，完全に統一されていないことを念頭におかなければならない。中国が硫黄を直接

もっとも多く出しているのは電力 ・熱供給，石炭 ・石油製晶，窯業 ・土石製晶業，鉄鋼部門であり ，これは

石炭 ・石油製晶部門を除けば，ほとんど石炭の直接燃焼使用である 。一方，吉岡氏らの研究において日本の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
排出量のほうが圧倒的に多くなっ ているのは輸送業であ って，電気 ・熱供給部門は第２位となり ，２部門併

せて総排出のちょうど半分を占める 。

　最終需要による各産業の誘発発生量を見ても ，両国の発生構造が著しく違 っている 。日本の輸送業は直接

排出量にくらべて半減しているが，なお第１位になっ ている 。これは波及効果の要素よりも ，最終需要にく

らべて中問生産物による輸送の利用が圧倒的に多いからである 。その次は建設，教育 ・研究 ・医療，食料品

となっ ている 。中国は建設業が圧倒的に多く ，全体発生の３割以上を占める 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４７）
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　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ－Ｏ表による中 ・日環境問題の分析（李）　　　　　　　　　　　　　１５３

　最終需要の単位発生量を見れは比較的に低公害部門として，中国は農林水産業，金融　保険　不動産，食

料品，通信 ・郵便の順であ って，日本は輸送を除けば，サ ービス産業一般が低い 。

　　１）通商産業省立地公害局資料「中国脱硫対策への支援について（中国脱硫プロジェクト）」。

　　　　経済協力課Ｈ４年４月「中国のエネルギー・ 環境問題について」１９ぺ 一ジ，などによる 。

　　２）中国環境年鑑編集委員会編『１９９３年環境年鑑』中国環境科学出版社出版，６４ぺ 一ジ 。

　　３）１９９１年ユ１月ＪＩＣＡ調査報告による 。

　　４）１１省とは，上海市，天津市，北京市，遼寧省，山東省，江蘇省，析江省，広東省，山西省，四川省，貴州省，甘

　　　籟＝省である 。

　　５）　日本はＯ ．Ｏ１ｐｐｍ。東京 ・横浜 ・川崎 ・四日市 ・堺の平均。日本の年平均値の過去最高は昭和４２年の０ ，０５９ｐｐｍ
．

　　６）（財）日本環境衛生センター 調べによる 。

　　７）汚染物質移動経路についての中副則の調査によれば，低高度で東部へ移動して北へ向かい，中国中央部へ戻 って

　　　いる 。高局度で移動しておらず，広範囲に東へ広が っている証拠がないという 。日本経済新聞，１９９３年１１月１４日付
。

　　８）　同注２ ．

　　９）同注２ ，４８ぺ 一ジ「本届政府環境保護目標与任務的説明」による 。中国原料炭平均含硫量はこれ以上あると思わ

　　　れる 。このデータは石炭の不完全燃焼分を除いたものだと思う 。

　　１０）『１９８８年煤炭工業年鑑』による 。単位は万トンである 。

　　１１）吉岡完治他前掲書である 。ＳＯ・の排出係数は各種エネルギーの硫黄含有量より脱硫処理後のデータだという 。

　　　　ただし，部門分類は本研究と相違があるため，調整を行 った。当研究に統合された部門についてはそれぞれ化石

　　　燃料の使用量で比例配分し，当研究の細分分類については合計をとっ た。 調整は以下の４点である 。

　　　　当研究☆鉱業　　　　　　　本研究☆鉱業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☆石炭

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☆石油

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☆天然ガス

　　　　　　　◎一般機械　　　　　　　　◎一般機械

　　　　　　　◎精密機械

　　　　　　　◇その他の製造工業　　　　◇機械設備修理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇他の製造業製品

　　　　　　　△金融 ・保険　　　　　　　△金融 ・保険 ・不動産

　　　　　　　△不動産

　　　　また，当研究の分類不明項目は各産業の化石燃料の使用量で比例配分した 。

　　１２）ＯＥＣＤ［１９９１１ ，ＯＥＣＤ　Ｅｎｖｉｒｏｍｅｍｔｅｄ　Ｄａｔａ，１９９１の日本に関するＳＯｘについてのデータは，自動車起源の排

　　　出量だけが含まれ，これより著しく低い数値であるが，吉岡氏らの研究では，自動車起源の排出量のみではなく ，

　　　船舶 ・航空機 ・鉄道など他の移動発生源によるものも含まれている 。

４　終　わ　り　に

　中国と日本の物価水準が異なり ，単純に為替レートによる換算で比較するのは問題が生じる 。中国経済の

総規模については国際金融機関や研究機関の発表によれば，購買力平価に基づく統計手法で，為替レートの
　　　　　　　　　　　　　　　１）
四倍以上に評価されるものが多い。適当な購買力平価で両国の連関表を再調整することが今後の課題である 。

　また，化石燃料を含むエネルギーの消費は経済規模のみからではなく ，人口とも密接な関係があり ，人口

の見地からみれば，中国は日本の約１０倍であり ，したがって一人あたりの場合は，化石燃料の消費量が日本
　　　　　　２）　　　　　　　　３）
は２５２億 ｃａ１で，中国５４億 ｃａ１の５倍にもなる 。

　さらに排出による被害や自然による吸収力の見地から ，国土や自然環境との関係も考える必要がある 。

　しかし，ＧＮＰ単位あたりから見る限り ，自動化が遅れているにもかかわらず，中国は化石燃料の使用が

日本の１６ ．５倍，ＣＯ。の発生が１８倍，ＳＯ。の発生がさらに１０２ ．７倍にも上り ，エネルギー効率改善の余地が極

めて大きいと考えられる 。中国のこれからの経済成長，とくに急速な工業化にともない，そのエネルギー効

率改善の問題は地球的な環境問題，とくにアジア地域にとっ てますます重要になっ ている 。改善を実現する

ために，エネルギー計画と利用可能な技術に関する有用な情報を生み出し，エネルギー効率の高い製晶の輸

（２４９）



１５４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第２号）

出販売と導入を進め，エネルギー効率の高い製晶に関する財政政策と貿易政策を改善するなどの努力をしな

ければならない 。

　中国と日本に関しては，日本によるエネルギー効率を高める技術，脱硫装置のような汚染をクリアする技

術の中国への移転による大きな貢献が期待できる 。グローバルな地球環境問題を考慮する場合は，改善余地

の少ない日本よりも比較的に低コストで大きい効果が期待できる中国への支援が大きい成果が挙げられると

思う次第である 。

　　１）世界銀行（ＧｌｏｂａｌＥｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｐｒｏｓｐｅｃｔｓ　ａｎｄ　ＤｅｖｅｌｏｐｍｇＣｏｍｔｒｌｅｓ１９９３）。 国際通貨基金（ＩＭＦ）（Ｗｏｒ１ｄ　Ｅ
ｃｏｎｏ

　　　 ｍｉｃ　Ｏｕｔ１ｏｏｋ，Ｍａｙ１９９３）による
。

　　２）『世界統計年鑑１９９１』「商業エネルギーの生産，貿易及び消費」によっ て算出 。

　　３）『中国能源統計年鑑１９８７』によっ て算出 。

附論　環境問題を取り入れた場合の産業連関モデル

　以上は汚染物質の除去を含める各種環境保全活動を一切取り入れることがなく ，汚染物質の発生のみに関

する非常に限定された分析である 。以下は環境保全活動を明示的に組みこんだ場合の産業連関モデルの考え

方について，私なりに整理したものである 。

　Ｉ　モデルの枠組

　環境保全を考慮する場合の産業連関表（物量表示）の枠組は

（ａ）Ｓ＝Ｘ＋Ｕ＋Ｆ
　　産出量　　生産への　　環境保全　　最終需要

　　　　　　　　中問投入　　への投入

（ｂ）Ｂ　Ｚ＋Ｗ＋Ｑ
　　純汚染　　生産過程　　環境部門の　　消費過程

　　発生量　　での発生　　発生と除去　　での発生

（ｃ）　　　Ｌ　　　　　　Ｌ’　　十　　　Ｌ”

　　総労働　　生産への　　環境への

　　使用量　　労働投入　　労働投入

を基礎関係として，表１で示される 。

　　　表１環境保全産業連関表（物量表示）

Ｘ Ｕ Ｆ Ｓ

Ｚ Ｗ Ｑ Ｂ

Ｌ■ Ｌ”

ＯＬ
　表１の環境保全産業連関表は，ｎ 種類からなる環境汚染因子を考え，生産活動を行う産業はｍ部門によ

って構成されている 。

　産業部門とはひとまず同一の財貨 ・サ ービスを生産する企業の集合体としておこう 。Ｘは行と列がとも

にこのｍ個の産業部門に対応して，一般的に正方行列である 。

　これに対して，環境保全部門とは単一の環境汚染因子を処理する企業（あるいは公団のような組織）の集合

体であ って，部門と汚染種類が１対１に対応している 。すなわち，ある技術的な除去プロセスから現実に取

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５０）



　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ－Ｏ表による中　日環境問題の分析（李）　　　　　　　　　　　　　１５５

り除かれる汚染種類が複数個存在することがあ っても ，ここではそれぞれが別々の部門に属するように扱わ

れる 。Ｕ行列の列は ｎ種類の環境汚染因子に，行はｍ個の産業部門に対応する 。したがって，Ｕは一般的

に非正方行列となる 。

　付加価値は単純化のために，労働用役のみからなるものとし，それを産業部門から（Ｌ”）と環境保全部門

から（Ｌ”）という二つの部分によっ て構成される 。最終需要部門についても ，同じ目的で，その合計のみ

表示し，内容として主に労働用役により発生する消費需要と考える 。

　環境汚染は人問の生産活動によるのみではなく ，消費活動にも依存し，そして環境保全部門が産業部門か

ら投入を受け，汚染処理活動を行う際にも発生するものであるという観点から ，生産活動を行う過程で排出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
される汚染物質を表すＺ，消費過程から発生する有害物質を表すＱと ，環境保全部門の汚染除去（マイナス

表示）と汚染除去活動において発生する有害物質（プラス表示）の和（ネ ットの汚染排出量）を表すＷをそれぞ

れ配置し，それらの総和として人間活動による環境汚染の実際発生量（ネ ソトの量）Ｂが右端に示されてい

る。 Ｚ・ Ｗ・ Ｑの三つの行列がともに行は各環境汚染因子種類に，列はそれぞれの発生源に対応している 。

一般的にＷ以外には非正方行列となる 。

　単一汚染因子の仮定の下で，Ｗ行列の対角線上にある部分のみ，各種汚染因子の純除去量を表して，負

値であり ，残りの部分は環境保全活動を行う際に発生するその他の種類の汚染を表している 。

　この表の各行は第ｉ産業の生産物は，どのように他産業（ｊ）に産業需要として，また，環境保全部門に各

汚染因千を処理するための投入として，さらに，消費需要などの最終需要に配分されているか，そしてそれ

らの合計として生産物がどれだけ生産されたかを表し，同じように，第ｉ環境汚染因子は各産業部門，各汚

染処理部門と消費需要からどのように排出され，どのぐらい除去され，そして，最終的にどれだけ発生した

か， さらに，生産要素である労働を示す行には，労働量が各産業部門と各汚染処理部門にどのように配分さ

れ， それらの総和として国民経済全体でどれだけの労働量が利用されたかが示されている 。

　逆に，表の列は各産業部門，各汚染処理部門と最終需要部門がそれぞれの目的で活動を行うために各産業

部門からどのように投入を受け，各汚染因子をどのように発生し，そして，最終需要部門を除いて，産業部

門と汚染処理部門はさらに労働の投入をどう受けるかが示されている 。

　これは各産業部門が自らの生産活動として何の汚染除去活動も行わず，環境保全部門により ，それが担わ

れることを想定して作り上げたモデルであるが，ほかに，各産業部門が汚染因子除去装置のようなものを各

自で付けることで汚染除去を行う場合は，除去装置の生産部門も内生部門である産業部門と同じ取扱いにす

ることも考えられる 。また，“排出端での処理技術”ではなく ，汚染物質と廃棄物の発生を予防するような

技術を奨励すべきであり ，その場合内生部門Ｘ，ないし最終需要部門Ｆの変更が求められる 。

　また，各生産物の最終需要に対応して汚染発生量の分析を行う場合は，最終需要によっ て発生する汚染因

子を表すＱは最終需要Ｆの下の位置ではなく ，たとえば右の位置に設置することも考えられるが，ここで

Ｑが最終需要項目に対応するように，下に置くこととしている 。ただし，これは最終需要の発生がすべて

包括することがなく ，あくまで産業部門の生産物に対応する部分のみ対象とすることを念頭におかなければ
　　　　２）
ならない 。

　このようにモデルは最終需要必要量Ｙ＊（Ｙ＊≦Ｙ），技術的制約のもとで社会的選択として決められる純

汚染排出許容量Ｂ＊（Ｂ＊≧Ｂ）
，．
及び国民経済全体の労働用役の供給可能量Ｌ＊（Ｌ＊≧Ｌ）という三つの制約

　　　　　　　　　３）
を受けることとなる 。

　皿　基本的な諸関係

　（１）生産物の需給

　表１の環境保全産業運関表で示したように，各産業の生産物は，産業部門自身の中問投入，環境保全への

投入，消費などの最終需要によっ て吸収される 。この関係は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５１）



　１５６　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第２号）

　　　　ｍ　　　　　　　　ｎ
　　Ｓｉ＝　 ａｉｊ Ｘｊ＋　 ｕｉｊ Ｅｊ ＋Ｆｉ

　　　　ｊ＝１　　　　　ｊ＝１

として示される 。左辺は生産物の供給を示し，右辺は，第一項が産業部門自身の中間投入，第二項が環境保

全部門の需要，第三項が消費などの最終需要をそれぞれ表している 。

　ここで，Ｘｉ： 第ｉ産業の生産量，ａｉｊ： 第ｊ産業部門で生産物一単位を生産するのに必要な第ｉ産業部門生産

物の量，ｕｉｊ： 環境保全部門で第ｊ種類の汚染因子一単位を処理するのに必要な第ｉ産業生産物の量，Ｅｊ： 環境

保全部門により第ｊ種類汚染因子の処理量（Ｑ行列の対角要素の絶対値である），Ｆｉ： 第ｉ産業部門の生産物に対

する最終需要，である 。

　（２）汚染の発生と除去

　各種汚染因子は産業部門の生産活動，最終需要部門の消費活動と環境部門の汚染除去活動で発生され，そ

して，環境部門によっ て除去されることになる 。排出汚染を完全に除去することは現実には不可能に近いか

ら， 除去量は総発生量の一部分にすきない。取り残された純発生量Ｂは ，

　　 ＢＦ　 ｚｉｊＸｊ＋　ｗｉｊＥｊ＋　ｑ
ｉｊ
Ｙｊ

　　　　ｊ＝１　　　ｊ＝１　　　　ｊ＝１

である 。

　ここで，Ｚｉｊ： 第ｊ産業部門生産物一単位を生産するのに排出される第ｉ種汚染因子の量，Ｗｉｊ： 第ｊ種汚染処

理部門一単位を除去するのに排出される第ｉ種汚染因子の量（対角要素は一１である），ｑ
，ｊ： 最終需要第ｊ要素

単位あたり第ｉ種汚染因子の排出量，である 。

　汚染総発生量は各部門の技術に依存して，このモテルの中で決定されるものとしても ，各種汚染除去量Ｅ

はむしろ社会的選択として先決的に与えられるものと考えられる 。

　（３）環境保全への労働投入

　環境保全への労働投入は，環境部門における直接労働使用量Ｌ”に加えて，物的投入による間接的労働投

入が必要である 。それは次式によっ て表す 。

　　ｔ＝　Ｌ
．ｉ

｛（Ｉ－Ａ）■１ ・（　 ｕｉｊ Ｅｊ ）｝

　　　ｉ＝１　　　　　　　　　　　ｊ＝１

　ここで，Ｌ、環境保全を行う前の労働投入量，ｔ： 環境保全のために必要となる生産活動への労働需要増加

量， である 。したがって，ｔとＬ。の合計は環境保全を行う場合の生産活動への労働投入Ｌ一となる 。すなわ
ち， 環境保全活動によっ て， 環境への労働投入Ｌ”だけではなく ，それに必要な物財の生産活動への労働投

入量も増加しなけれはならない。産業運関モテルはこのような鉦視されやすい問題に対して，理論的のみな

らず数量的に解答を提供する分析方法である 。

　（４）環境保全の費用

　環境問題は主として市場機構の不完全な働きによるものである。すなわち，多くの環境資源や商品（有害

物質排出のようなマイナスのものも含め）はほとんと評価されず，したがって，市場価格機構通じてはほとんと

これらに対する負担がなされていない 。

　環境保全の費用についての科学的情報がこの問題の解決の基礎となる 。生産物価格をＰ，労働用役価格を

ＰＬとすれば，汚染因子除去費用Ｃは次式で決定される 。

　　Ｃｊ＝　Ｐｉｕｉｊ＋ＰＬＬ
ｊ

　　　　ｉ；１

　ここで，Ｃｊ： 第ｊ種汚染因子単位あたりの除去費用，Ｐｉ： 第ｉ産業生産物の価格，ＰＬ： 労働用役の価格，Ｌｊ：

第ｊ種汚染因子単位除去への投下労働量，である 。すなわち，環境保全の費用は産業部門からの物的投入

（右辺の第一項）と労働用役（右辺の第一項）によっ て構成される 。

　　１）厳密にいえば最終需要の項目である資本形成や輸出などによる汚染の発生は生産過程に帰すべきである 。

　　２）例えば，ガス部門や石炭部門の生産物の最終需要分が入るが，薪，植物くず，家畜の糞などの商品化されてない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５２）
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　ｆ云統的な燃料が対象とされない 。

３）環境 ・公害問題を取り入れる場合の産業連関モデルの構築についてはレオンチ ェフ本人によっ て提起された以来 ，

　多くの人によっ て論説されている 。たとえば ，

　　Ｗ．Ｗ．Ｌｅｏｎｔｉｅｆ ，“Ｅｎｖ辻ｏｎｍｅｎｔａ１Ｒｅｐｅｒｃｕｓｓｉｏｎｓ　ａｎｄ 　ｔｈ
ｅ　 Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ｓ位ｕｃｔｕｒｅ： Ａｎ　Ｉｎｐｕｔ－ Ｏｕｔｐｕｔ　Ａｐｐｒｏａｃｈ” Ｒｅ
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　　建元正弘「環境汚染の投入 ・産出分析」『大阪大学経済学』第２２巻１号，Ａｕｇ
．１９７２年

。

　　新飯田宏『産業連関分析入門」（第９章公害問題への適用）東洋経済新報社，１９８６年第８刷発行

　などがある 。
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